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○県内合併協議会の状況 
○合併市町村インタビュー（田村市総務部長 相良昭一 氏） 
○他県における広域行政の取組み（京都府相楽郡東部３町村）ほか 

○福島県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会発足 
○地域密着型地方自治制度研究会議 

今後、９月末から１０月上旬に３回目の「住民懇談会」を開催し、その後各市町ごとに「合併の是

非」について検討を行い、平成１９年１月予定の協議会で確認する予定とされています。 
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◆本宮町・白沢村合併協議会 

 本宮町と白沢村は、平成１８年８月２日、両町村を廃止して新たに本宮市を設置する「廃置分合」（合

併）の申請を県に行いました。県は、９月定例県議会で議決を得て、１０月中旬に知事が廃置分合を決定

し、総務大臣へ届け出ることとしています。１１月には総務大臣の告示が行われ、これをもって合併の法

的な手続きが完了し、来年１月１日に「本宮市」が誕生します。 

 県内１３番目の市となる本宮市は、昨年４月に施行された合併新法のもとでの新設合併としては、現在

のところ全国初となる予定です。 

 ● 合併までの流れ 

県に合併申請

(H18.8.2) 
 
県議会の議決 

(10月中旬) 
 

知事が合併を決定・総務

大臣への届出 

(10月中旬) 

総務大臣告示 

(11月頃) 
 
新市誕生 

(H19.1.1) 

 
 
 
● 本宮市の概要 

人口(H17 国調) 面  積 市役所の位置 事務組織及び機構の取扱い 

３１,３６７人 ８７.９４ｋ㎡ 現在の本宮町役場
白沢村役場は総合支所、現在の岩根支所と

白岩支所は出張所とする。 

◆福島市・川俣町・飯野町合併協議会 



合併市町村インタビュー（田村市総務部長 相良昭一 氏） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 合併後１年半を経過しての感想をお聞か

せください。 
 
平成１７年３月１日の合併に向けては、市

民の皆さんに支障を与えることなく、いかに

スムーズに田村市に移行できるかが重要な課

題でした。特に大きな支障もなく新市に移行

できたことは、それまで合併協議に携わって

きた方々が、真剣に議論されてきた成果の表

れだと思っております。 
合併後、第 1回田村市議会臨時会(平成１７
年３月７日、８日開催）において、１９２件

という膨大な量の専決処分の承認をいただき

ました。その後の定例議会における一般質問

では、毎回約２０名（在任特例議員数７０名）

の方が質問に立ち、質問項目が１００を超し

たこともありました。その対応は、旧５町村

当時の量とは比べものにならない程でした

が、新市運営や旧５町村の課題把握をするう

えで、大変貴重で多くのご意見、ご提案を伺

うことができたと思っております。 
また、合併時、それまで一緒に仕事をした

ことがない５町村の職員合わせて１４３名が 

田村市総務部長 相良昭一 氏 

本庁に異動になり、３月１日から即業務が始 
まりました。旧５町村でやっていた仕事は同

様でも、その方法には少しずつ違いがありま

した。田村市という新しい組織で、ゼロから

のスタートでしたので、職員同士皆で意見を

出し合いながら新市としての基礎を作ってい

かなければなりませんでした。 
 １年が過ぎ、一通りの事務をこなしてきて

やっと一つの形になってきたのかな、と感じ

ています。 
 

◆ 合併後、住民・地域団体からどのような問

合せがありましたか。 

組織が変わりましたので、一部の申請事務

については、それまで役場で処理できたのが

できなくなったという部分がありました。そ

ういう状況が発生した時点で、速やかに改善

をしてきています。住民の皆さんから全く問

い合わせがなかったということではありませ

んが、大きな問題には至らず今日まできてい

ます。 
このように対応できたのは、「合併前の行政

サービスを低下させることなく新市に移行す

る」という基本理念があったためだと思いま

す。組織においても合併前とほぼ変わらない

体制で、旧５町村の役場は行政局という形で

配置をし、行政局には旧町村の職員がそのま

ま残りました。こういった点からも、住民の

方に合併して特に不便を感じさせなかったの

だと思います。 

第１４号に続く第２弾！合併市町村のその

後をお聞きしました。今回は、平成１７年

３月１日に県内で初めて新設合併をし、１年

半が経過した田村市です。 

相良総務部長にお話しを伺いました。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職場（本庁）の様子 

を進めなければならないという危機感が強か

ったと思います。一方、行政局は、周りの職

員がほとんど変わりませんでしたので、職場

の雰囲気にもさほど変化は見られなかったと

思います。ただ、組織が新しくなり、担当す

る仕事の範囲も以前とは違う部分が出てきま

したし、また、局内部でも異動がありました

ので、職員それぞれには不安はあったと思い

ますね。 
全体的に本庁と行政局の職員には、業務に

対しての意識の変化、さらにはモチベーショ

ンについて、多少の温度差はありましたが、

それぞれ緊張感をもってやってきたと思いま

す。職員も非常に大変だったと思います。 
また、誰しもそうだと思いますが、経験の

ある仕事に対しては臨機応変に対応できます

が、初めての仕事に対しては、対応が難しい

面もあります。そのため、新しい組織・事務

処理に戸惑い、自信をなくしている職員もい

ます。ですから、早く職員の変化に気づいて

あげられるように努力していますし、人事異

動に際しては、なるべく希望を叶えてあげら

れるよう職員調書を取っています。 
 

◆ 現時点での合併の効果はありますか。 
 
旧５町村ではそれぞれ様々なサービスの差

異がありましたが、事務事業調整の中でサー

ビスの程度は比較的高い方に、負担は低い方

に調整するというのが基本的な考えでしたの

で、一部の地域の方にとっては、合併したか

ら住民サービスが良くなったというものもあ

りますね。 
また、合併によって、各地区から学校の施

設整備や道路整備、防災行政無線など投資的

◆ クラスター方式を採用しての現時点での問

題・課題はありますか。 
 
クラスター方式とは、機能を一極に集中さ

せることなく、旧町村ごとの個性と多様性を

重視した合併スタイルでありますが、田村市

は、本庁と行政局という形態をとり、行政局

は地域住民の生活に直接関わる事務を行い、

本庁では、市全体の総合的な事務を行います。

本庁の各部と行政局は行政機能の役割分担を

するもので、部長と行政局長はほぼ同等な権

限が与えられています。当然、我々が今まで

携わってきた行政組織とは違いまして、当初

は職員にも多少の戸惑いはありましたが、対

外的には順調にきていると思います。 
ただ、合併協議の中で １０年間に職員を 
１２０名減らして４８０人にするという目標

を掲げましたし、合併算定替の終了により、

１０年後には、地方交付税が減額されること

などを踏まえますと、将来に亘って持続可能

で効率的な組織体制の在り方については、考

えていかなければならない課題と思っていま

す。当然、地域特性の尊重と新市の一体性の

確保や行財政の効率化を両立できるようにす

る努力は必要ですけどね。 
 
◆ 合併前と比べ職場の雰囲気や仕事の内容

に変化は見られますか。 
 
本庁に異動になった職員は、初めての場所

で、全く知らない人と、新しい仕事をしなけ

ればなりませんでした。旧５町村の職員が集

まりましたので、仕事の方法も５通りありま

した。それを短期間で協議・調整して、事務 こどもの国ムシムシランド 上空から 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

間で田村市に移行しました。そのため、事務

事業の調整について、詳細な精査がなされな

いままになってしまった部分もありますの

で、現在でも継続して調整を行っている事業

もあります。その部分についても徐々に段階

を踏んで調整し、新市としての一体性を確保

していかなければならないと考えています。 
 

◆ 最後に今後の抱負をお願いします。 
 
合併は５０年、１００年に一度の大事業で、

ある面では大変だという部分もありますが、

その時点に巡り会えたということは、大変貴

重なことだと前向きな気持ちでやらないと乗

り越えていくことは難しいと思っています。 
合併後は、組織を含めて、十分機能してい

るのか、合併協定と現状を照らして改善が必

要か、常にフィードバックしながら、検証し、

反省して、問題があれば速やかに改善してい

くことが必要だと思います。これを職員一人

ひとりが市民の目線で、市民の立場に立って

考えることが大切であると思います。 
合併してよかったという実感が湧いてくる

のは５年、１０年先になるかもしれませんね。

その間、職員は自分達に与えられた課題を地

道に解決していくことが大切だと思います。 
 今後は、新たな目標に向けて職員一丸とな

って頑張っていきます。 
 

な事業の要望がありました。こうした事業も

合併のスケールメリットを活かして、重点的

な投資が可能になりますし、合併特例債事業

を使うこともできます。ただし、合併特例債

については、対象事業が限られていますし、

あくまでも借り入れですから、財政状況等も

十分考えなければなりません。 
 

◆ 今後の改善点はどこですか。 
 
現在の組織は、合併前の想定から考えられ

た組織です。合併して、実践を通じてどうい

う問題があるのか、将来の組織はどうあるべ

きか、常に検証していかなければならないと

考えています。昨年は、若干の見直しを行い

まして、本年度から税体制の強化を図り、ま

た出納分室を廃止しました。 
今年度は、本格的に行政改革推進本部を中

心として、事務処理改善委員会、小委員会を

設置しまして、合併前に決めた組織が、合併

後１年半を経過して十分機能しているのか、

将来の持続可能な行政組織はどうあるべきか

という部分について、検討に着手しています。

改革すべき内容については、職員の意識の

盛り上がりを期待しておりまして、職員自ら

主体的に、１０年後、２０年後、田村市とし

て持続可能な組織はどうあるべきかについて

全庁的に議論しているところです。 
さらに、職員間の意識の温度差を解消する

ために、平成１８年４月の定期異動で行政局

間あるいは本庁と行政局間の人事交流を行い

ました。今後は、人事評価制度の導入を検討

し、能力のある職員について、配置転換や昇

格もしなければならないと思っています。具

体的にはこれからですが、その辺を今後の課

題として、職員が働きやすい環境をつくらな

ければならないと考えています。 
また、田村地方５町村は、平成１６年９月

に合併協定後、わずか５か月余という短い期 
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◆インタビューを振り返って 

 合併後の問題も一つ一つクリアされて、新市としての業務を軌道に乗せ、新たなステージへ向かっている印象

を受けました。また、お話しのとおり合併して終わりではなく、合併してもしなくても、アイディアを持って改

革し、努力することが必要です。県としても市町村の考えを尊重しながら、イコールパートナーという認識の下、

地域の課題を共有し、市町村の取組みを支援していかなければならないと思いました。 



他県における広域行政の取組み（京都府相楽郡東部３町村） ほか  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここでは、今後の市町村運営の参考に、他県や県内の事務事業の共同処理の状況について紹介します。 

◆ 相楽郡東部３町村の概要 

○人口・面積・財政状況 

町村名 人 口 面 積 地方交付税額 経常収支比率 財政調整基金 ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 

笠 置 町 1,875 人 23．57 km2 762,183 千円 122．3 ％ 474,902 千円 82．6 

和 束 町 4,999   64．87  1,369,726  100．7  116,787   90．0 

南山城村 3,466   64．21  873,436  106．1  506,306   89．9 

※ 人口は平成17年国勢調査速報値、それ以外は平成16年度の数値 

～これまでの取組み～ 

・ 収入役の廃止 
・ 特別職及び一般職の給料、期末手当等の削減

・ 施設維持管理費、備品、事務用品の削減 
・ 旅費規定の見直し 
・ 団体補助金の見直し 
・ 退職不補充による定員削減 
・ 保育所及び小学校の統合 
・ 議員定数の削減 

相楽郡東部３町村においては、人口減少・財政

逼迫等により、改革を進めていかなければ単独で

の自立が難しい状況との認識から、住民サービス

の見直しをする前に、まずは行政内部でできる改

革を行うことが必要と考え、広域業務連携の検討

を行うに至りました。 

そして、平成 17 年度に「相楽郡東部３町村広

域業務連携推進部会」を、平成 18 年度に「相楽

東部広域業務連携協議会」を設置し、今後の取組

内容について検討するとともに、可能な事務事業

について共同で実施しています。 

◆ 共同処理を行うに至った背景 

◆ 取組み内容 

現在３町村では、規模の大きい自治体と同様の行政事務を少数の職員で対応しています。このため、専門性

の向上を図ることが困難な状況です。３町村がそれぞれ行っている同一の事務を共同で実施することで、職員

の効率的な配置が可能となるとともに、専門性の向上も期待できます。 

さらに、法令で設置が義務付けられている施設や組織は、各町村が単独で設置するよりも、共同で設置した

方が効率的・合理的な運営が期待できます。 

 現 状 合 計 

A 町 ３ 人 

B 町 ５ 人 

C 町 ４ 人 

１２人

比較 

４人の削減可能

性、かつ専門性

の向上の期待 

 現 状 合 計 

A 町 １施設・１組織 

B 町 １施設・１組織 

C 町 １施設・１組織 

３施設・３組織

比較 
組織や運営の合

理化・施設の適

正配置が可能 

さ
ら
に 

類似団体 

（A・B・C町を一つの町と

みなした場合、この町と人口

や産業構造が類似する全国

の市町村の平均） 

○○業務担当職員数 

＝  ８ 人 
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○○業務 

○○施設・組織 

 

 
類似団体 

１施設・１組織 

京都府相楽郡東部の山間部に位置する笠置町、和束町、南山城村が、平成 17 年度「相楽郡東部３町村広域

業務連携推進部会」を立ち上げ、業務の共同化に向けて検討してきました。 

平成18年度からは、「相楽東部広域業務連携協議会」を設置し、３町村共同で広報紙発行や職員研修を行い、

また教育委員会の設置や税の滞納整理などを共同で行うために準備を進めています。 

○基本的な考え 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

石川郡古殿町は東白川郡鮫川村に学校給食調理業務についての事務を委託しました。これは地方

自治法上の事務の委託（自治法第 252 条の 14）にあたり、市町村がほかの市町村に給食業務を委
託するのは県内で初めてになります。 
古殿町では、学校給食センターの老朽化が進み、衛生管理に配慮した施設整備が必要でした。今

後の生徒数の減少や財政問題などから総合的に検討した結果、町内の小・中学校の学校給食の調理

業務を鮫川村へ委託するという広域連携を行うこととしたもので、平成１８年８月２８日から業務

が開始されています。 

「相楽東部広域業務連携協議会」の各専門部会において、事務委託、協議会、機関の共同設置、一部

事務組合、広域連合のいずれで行うのが適当か、また実際に共同化していく上での課題・問題点の確認

を行っています。そして、協議を進めていく中で、可能な事務事業から実施に移すこととされています。

部 門 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

総務部門 
○広報発行、職員研修、防災訓練等 

○条例等の制定、改廃、編纂、保存等 

税部門 
○納税相談、滞納整理、新築家屋の評価等 

○税の徴収、台帳の整備、保管等 

電算システム ○電算システムの一元化 

土木建築部門 ○共同発注、各種検査等の相互実施 

教育部門 
○教職員の研修、体育協会、成人式等 

○教育委員会の共同設置 

環境部門 ○環境事務の全般を一部事務組合で実施 

福祉部門 

 

○福祉輸送、予防事業の実施 

具
体
的
な
取
組
み
の
流
れ 

実施 

検討 

検討・実施 

～県内の共同処理等の状況～ 

〈協議会〉 

規約・予算を作

成し、平成 18

年度から笠置

町に設置 

○取組み内容・予定 

四町村は、平成１８年９月１４日に協議会を設置し、今後、

行政全般について予測される四町村の共通課題の解決を図るた

め、「地域連携による住民福祉向上」、「効率的な自治体経営の業

務連携のあり方」について調査研究することとされております。

協議会では、行財政、生活、産業、建設、教育の５部会を設

置し、各部会ごとに課題を検討することとされています。 

○両沼西部四町村連絡協議会（柳津町・三島町・金山町・昭和村） 

○古殿町・鮫川村学校給食センター 
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県は、平成１８年２月に住民が主役であることが実感できる「真の地方自治」を実現し、地方分権をさら

に進めようとする「分権宣言進化プログラム」を策定しました。 

その進化プログラムの具体的実践として設置されたのが、地域密着型地方自治制度研究会議です。この研

究会議は、住民のニーズや意見などより地域の実状を踏まえた運営が可能となるよう、市町村と県が連携し

て研究を行うために設置されました。 

例えば、法によって画一的に定められている地方自治制度について、市町村の規模や住民活動の実状等を

踏まえた制度改正や、住民が地域活動を実践する上で障壁となる過剰な規制や関与等について研究や提言を

行います。 

◆地域密着型地方自治制度研究会議とは 

 医療制度改革について、健康保険法等の一部を改正する法律が、平成１８年６月２１日に公布され、

平成２０年度から７５歳以上の後期高齢者を対象にした新たな高齢者医療制度がスタートします。これ

に伴い、県内の後期高齢者医療事業を実施する広域連合を設立するために、平成１８年８月９日に福島

県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会が発足しました。 

総務部会 広域連合の規約、条例、規則、執行体制、予算、財務、事業計画などの検討 

資格管理部会 被保険者の認定、被保険者証の発行、保険料率の検討、各種情報の管理方法等の検討 

給付部会 レセプト審査、高額医療費、外部委託業務の検討 

電算部会 
電算システムで行う業務内容、ネットワークシステムの構築、データの管理方法などの検

討・調整 

この準備委員会は、県内の６１市町村をもって構成され、会長には県

市長会長の相楽新平氏（須賀川市長）、副会長には県町村会長の菅野典

雄氏（飯舘村長）が選任されました。 

今年度内の広域連合設立に向けて、現在４つの部会において規約や業

務についての検討・調整が行われています。 

広域連合は複数の都道府県、市町村及び特別区が、その事務で広域的に処理することが適当である

ものに関し、広域計画を作成し、必要な連絡調整を図り、総合的に広域行政を行うことを目的として

設置される特別地方公共団体です。 
一部事務組合と違い、直接請求の制度があり、また議会の議員や連合長は、直接選挙又は間接選挙

により選出されます。また、広域連合が行う事務と密接な関係のある国や都道府県の事務・事業を広

域連合が直接配分を受けて行うことができることとされています。 

〈広域連合ってなんだろう〉 



地域密着型地方自治制度研究会議

地域連携室

地域連携支援
ＰＴ(県)

分権改革ＰＴ(県)

福島県自治体代表者会議等

【論点】
　《制度面》
　　○　地域の実情に応じた自治運営に必要な自治制度の弾力化
　　○　市町村と市町村、市町村と県の連携を図る上での制度の弾力化
　《自治運営面》
　　○　国の過剰関与
　　○　県の過剰関与
　　○　住民、住民組織（町内会、ＮＰＯ等）との関係

個別のテーマごと議論の深まり
（案件ごと最も効果的な問題提起を選択）

ホームページ
発　　信

市　長　会
町　村　会

国、地方六団体等

住　　民

研究会議 市町村など
議論内容の公開

会議への意見提案

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

① 地方自治制度における象徴的な課題 
Ａ 個別具体的な課題 

・「教育委員会制度」「農業委員会制度」の弾力化 

Ｂ そもそもの自治体の在り方に関する課題 

・一律的なフルセット型自治体の今後のあり様 

② 住民意識や地域の実状から乖離した規制等の存在 
③ 住民意識や地域の実状から乖離した国、県の関与の問題 
④ 市町村と市町村、市町村と県の連携ニーズ 
⑤ 住民自治の育成と協働 

 平成１８年７月２８日に、第１回目の研究会

議が開催され、市町村領域総括参事を座長に、

会議が進められました。構成員は、市町村及び

県人事領域、市町村領域、地方振興局地域連携

室の職員となっております。 

◆第１回研究会議の概要 

・ 教育委員会や農業委員会を長部門で担うこ

とはできないか。 

・ 市町村の規模によっても果たすべき役割は

多様であり、その役割に応じた柔軟な制度

であるべき。 

～主な意見～ 

◆今後の予定 

下記具体的テーマに絞り込み、１０月下旬を目途に第２回の会議

を開催いたします。 

～議論内容の発信イメージ～ 

編・集・後・記 

自治体運営にも様々な手

法があります。どれを選択す

るかは地域の実状もあるで

しょう。まずは、自助努力と

近隣市町村の連携が基本に

なると思われますが、十分議

論された上で、その地域に合

った地方自治を目指したい

ものです。 
16 号に引続き今回も担当
しましたが、私が担当するの

はこれまでとなります。次号

をまたお楽しみに…（厚） 

・ 県は、より一層現場市町村の声に耳を傾け、情報として

ではなく実感として、住民がどのようなことを考えてい

るのか把握すべきである。 

・ 市町村職員の一部には、いまだに市町村は県の下請機関

という考えも残っており、今後、意識改革が必要である。

～その他の意見～ 

○制度面から 

○自治運営面から 

・ 高齢化等により、集落自治が本来の機能を

果たせない状態になっており、集落を維持

するためには行政の関わりが必要である。

・ 住民自治の面では、大字、小字単位、町内

会などのコミュニティーの活性化を推進す

る行政を行っていくべきである。 


